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年度の 509 兆円から 2002 年度の 490 兆円まで減少した後増加に転じ、2007 年度には 516 兆
円となった。県内総生産は 1996年度の 4.6 兆円から 2004 年度の 4.3兆円へと減少した後、2005
















                                                          
































































































































































の差の和 4.7％pt は、総生産の変化率の差 5.4％pt の 88％を説明している。以下民間投資と純
輸出（純移出）の寄与度に違いが生じている理由を探る。 
下図は、国と県の民間投資5 の推移を表すグラフである。国の民間投資は 2002 年度に 83 兆
円まで減少した後増加に転じ、2007 年度に 101 兆円となった。県の民間投資は 2001 年度に
5400 億円まで減少した後 2004 年度に 9800 億円まで増加したが、再び減少に転じて 2007 年


























































































違いが生じている。国については 2005 年 6 月の 94.8 から 2008 年 3 月の 100.7 と増加したが、






                                                          
6 内閣府経済社会総合研究所（2009）『景気基準日付について』 
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 続いて国の純輸出と県の純移出を比較する。国の純輸出には、下図のように 1996 年度から
2001 年度、2001 年度から 2005 年度、2005 年度以降の 3 回の波があり、2 兆円から 10 兆円
の間を推移している。2003 年度から 2007 年度までの変化率は、－13％である。県の純移出に
は、1996 年度から 2001 年度、2001 年度から 2006 年度、2006 年度以降の 3 回の波があり、









































































































































－ 13 － 
下図は、純輸出と純移出の構成要素の推移を示したグラフである。純輸出は、輸出と輸入の


















である。上右図を見ると、2003 年度から 2007 年度までの間に、移出は 3200 億円増加したが、





























































上図は、総生産の変化率と産業別の寄与度を表すグラフである9。2003 年から 2007 年まで




 下図は、第三次産業の総生産の推移を表すグラフである。国の第三次産業総生産は 2003 年
の 346 兆円から 2007 年の 367 兆円へと 21 兆円増加したが、県の第三次産業総生産は 2003 年
度の 3 兆 4200 億円から 2007 年度の 3 兆 3200 億円へと 1000 億円減少している。 
















































































総生産 第1次 第2次 第3次
国
県



















































































































業の割合は、2005 年調査において 10％程度まで低下し、代わって第三次産業の割合が 60％程
度から 70％程度に上昇している。第二次産業の割合はおよそ 20％で推移している。上右図は、
市の就業者に関するグラフである。第一次産業の割合は 1980 年調査の 5％から 2005 年調査の






光消費額は 1997 年の 2932 億円から 2008 年の 2508 億円へと減少し、市の観光消費額（右目
                                                          
11 長崎市は 2005 年 1 月 4 日に香焼、伊王島、高島、野母崎、三和、外海の 6 町と合併し、さらに 2006
年 1 月 4 日に琴海町と合併した。この点時系列の統計をみるとき留意する。 
12 長崎県ウェブサイト『市町村主要指標』の「産業別就業者数」よりデータを取得。 















1980 1985 1990 1995 2000 2005
市：第1次市：第2次市：第3次
－ 17 － 



















人、市民参加者数 247.5 万人を記録し、波及効果も含めた経済効果が 865 億円と推定される15、
長崎市共催・長崎県後援の市民参加型複合イベントである。このイベントの成功をうけて、2007








                                                          
14 1 日当たりの観光客数を積算したもの。たとえば同一客が 3 泊した場合、延べ人数に 3 人加算される。 
15 長崎経済研究所, 2007, 長崎さるく博’06 の経済波及効果による推計。 
16 今回訪問の際にも、観光スポット別、テーマ別の「長崎さるく」パンフレットを利用することができた。 









































































































産ともに 2000 円程度の出費で計 6000 円程度である。一方、市については交通 2500 円、飲食
娯楽 1500 円、土産 3000 円で計 7000 円程度である。県と市の日帰り客一人当たり消費額の差
1000 円は、主に土産の消費額の差によって説明される。上右図は宿泊客の一人当たり消費額で
ある。県については宿泊費 1 万 6000 円、交通費 8000 円、飲食娯楽 7000 円、土産 3000 円、
合計 3 万 4 千円程度である。市については宿泊費 3 万 4000 円、交通費 1 万円、飲食娯楽 6000
円、土産 3000 円で計 5 万 2 千円である。県と市の宿泊客一人当たりの消費額の差 1 万 8000
円は、主に宿泊費の違いから生じている。これは平均宿泊数が県 1.61 泊、市 2.86 泊と、市の
                                                          



































販売額は 2004 年の 451 億円から 2008 年の 389 億円へと 62 億円減少し、市の販売額は 2003

















は 2004 年の 5600 万円から 2008 年の 5000 万円へと 600 万円減少した。市については販売減
にもかかわらず 2003 年の 4700 万円から 2007 年の 6000 万円へと 1300 万円増加した。これ
は 2003 年から 2004 年にかけて従業員数が 635 人から 481 人へと 154 人減少したことから説
明される。 
販売額の減少は、何によって引き起こされたのであろうか。下図は、2004 年から 2007 年ま
での県と市の百貨店販売額の減少率を寄与度分解したものである。県と市ともに衣料の寄与度
が最も高く、県－5.26％、市－4.72％である。主力商品である衣料販売額の低迷が、百貨店の
                                                          
19 数字はいずれも長崎県観光連盟、長崎県観光振興推進本部『平成 20 年 長崎県観光統計』より取得。 
20 データの取得可能性、比較可能性から百貨店を選択した。県のデータは長崎県統計年鑑平成 21 年版か





































楽への支出額を増やす試みが期待される。特に市においては、2009 年 8 月 1 日に開館した亀






長崎県ウェブサイト, 平成 19 年度長崎県の県民経済計算 
長崎市商工部, 商工行政の概要（2010 年 3 月 16 日長崎市商工部作成） 
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